
 (平成29年3月31日現在)

（単位　千円）

科目 金額 科目 金額

現 金 88 基 本 財 産 17,811,757

現 金 88 基 金 7,292,153

小 切 手 0 基 金 準 備 金 10,519,604

預 け 金 7,721,169 制 度 改 革 促 進 基 金 139,099

当 座 預 金 0 収 支 差 額 変 動 準 備 金 5,438,899

普 通 預 金 1,196,451 責 任 準 備 金 1,427,501

通 知 預 金 0 求 償 権 償 却 準 備 金 270,247

定 期 預 金 6,423,914 退 職 給 与 引 当 金 792,474

郵 便 貯 金 100,805 損 失 補 償 金 8,907,126

金 銭 信 託 0 保 証 債 務 237,793,083

有 価 証 券 21,735,626 求 償 権 補 填 金 0

国 債 0 保 険 金 0

地 方 債 13,426,686 損 失 補 償 補 填 金 0

社 債 8,305,940 借 入 金 0

株 式 3,000 長 期 借 入 金 0

受 益 証 券 0 (うち日本政策金融公庫分) 0

そ の 他 有 価 証 券 2,635 短 期 借 入 金 0

新 株 予 約 権 0 (うち日本政策金融公庫分) 0

再 生 フ ァ ン ド 出 資 2,635 収支差額変動準備金造成資金 0

動 産 ・ 不 動 産 659,577 雑 勘 定 5,752,728

事 業 用 不 動 産 553,205 仮 受 金 5,720

事 業 用 動 産 106,372 保 険 納 付 金 63,765

所 有 動 産 ・ 不 動 産 0 損 失 補 償 納 付 金 20,537

損 失 補 償 金 見 返 8,907,126 未 経 過 保 証 料 5,653,303

保 証 債 務 見 返 237,793,083 未 払 保 険 料 2,806

求 償 権 813,066 未 払 費 用 6,598

譲 受 債 権 0

雑 勘 定 700,544

仮 払 金 8,544

保 証 金 0

厚 生 基 金 84,276

連 合 会 勘 定 1,070

未 収 利 息 31,993

未 経 過 保 険 料 574,661

合 計 278,332,913 合 計 278,332,913

※個々の金額は単位未満を四捨五入しておりますので、個々の合計額が合計欄等の金額にならない場合があります。

貸借対照表

借方 貸方



貸借対照表の用語解説

<借方> <貸方>

現　金

預け金 基本財産

制度改革

促進基金

有価証券 収支差額

変動準備金

求償権

不動産等 償却準備金

退職給与

引当金

求償権補てん金

求償権

未経過保証料

未経過保険料

その他 その他

責任準備金

借入金

未払保険料

預け金
保証利用の促進及び代位弁済の支
払準備資産として金融機関へ預託
しています。

有価証券
安全有利な資金運用を行うため、
社債･地方債等を保有しています。

求償権
金融機関に代位弁済し取得した債
権が求償権ですが、経理上の求償
権は、代位弁済した金額から、回
収金並びに償却分を控除した金額
です。

未経過保険料
日本政策金融公庫に支払った保険
料のうち、翌事業年度に係る部分
を計上しています。

基本財産
株式会社の資本金に相当するもの
です。地方公共団体や金融機関等
から拠出された｢基金｣と過去の収
支差額の累計｢基金準備金｣で構成
されています。

制度改革促進基金
国が実施する施策の円滑な導入及
び促進を図るため、並びに中小企
業が必要とする事業資金の融資を
円滑にするため協会の経営基盤を
強化することを目的とした基金で
す。

収支差額変動準備金
収支差額に変動が生じた場合や、
急激な保証の増大により基本財産
の増強が必要になった場合には、
これを取り崩して、協会経営が不
安定になることを防ぐことができ
ます。

未経過保証料
受入保証料のうち翌事業年度以降に
かかる部分を計上しています。



財産目録

 (平成29年3月31日現在)

（単位　千円） （単位　千円）

科目 金額

経 常 収 入 2,705,933 科目 金額

保 証 料 2,014,768 現 金 88

預 け 金 利 息 2,142 預 け 金 7,721,169

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金 235,708 金 銭 信 託 0

調 査 料 0 有 価 証 券 21,735,626

延 滞 保 証 料 2,826 そ の 他 有 価 証 券 2,635

損 害 金 11,473 動 産 ・ 不 動 産 659,577

事 務 補 助 金 295,982 損 失 補 償 金 見 返 8,907,126

責 任 共 有 負 担 金 119,010 保 証 債 務 見 返 237,793,083

雑 収 入 24,025 求 償 権 813,066

経 常 支 出 2,324,428 譲 受 債 権 0

業 務 費 1,176,231 雑 勘 定 700,544

借 入 金 利 息 0 合 計 278,332,913

信 用 保 険 料 1,147,787

責 任 共 有 負 担 金 納 付 金 0

雑 支 出 409

経 常 収 支 差 額 381,505 責 任 準 備 金 1,427,501

経 常 外 収 入 4,361,188 求 償 権 償 却 準 備 金 270,247

償 却 求 償 権 回 収 金 131,337 退 職 給 与 引 当 金 792,474

責 任 準 備 金 戻 入 1,442,347 損 失 補 償 金 8,907,126

求 償 権 償 却 準 備 金 戻 入 244,645 保 証 債 務 237,793,083

求 償 権 補 填 金 戻 入 2,542,663 求 償 権 補 填 金 0

（保　　険　　金） 2,293,561 借 入 金 0

（損失補償補填金） 249,103 雑 勘 定 5,752,728

補 助 金 0 合 計 254,943,158

そ の 他 収 入 196

経 常 外 支 出 4,537,397 正 味 資 産 23,389,755

求 償 権 償 却 2,825,924

譲 受 債 権 償 却 0

有 価 証 券 償 却 0

雑 勘 定 償 却 11,881

退 職 金 270

責 任 準 備 金 繰 入 1,427,501

求 償 権 償 却 準 備 金 繰 入 270,247

そ の 他 支 出 1,573

経 常 外 収 支 差 額 △ 176,209

制度改革促進基金取崩額 100,857

収支差額変動準備金取崩額 0

当 期 収 支 差 額 306,153

収支差額変動準備金繰入額 153,000

基 本 財 産 繰 入 額 153,153

※個々の金額は単位未満を四捨五入しておりますので、個々の合計額が合計欄等の金額にならない場合があります。

資産

収支計算書

 (平成28年4月1日～平成29年3月31日)

負債



収支計算書の用語解説

<支出> <収入>

業務費

保証料

信用保険料

預け金利息等

その他

その他

責任準備金戻入

求償権償却

求償権償却

準備金戻入

責任準備金繰入

求償権

補填金戻入

求償権償却

準備金繰入

その他

その他

制度改革促進

当期収支差額 基金取崩額

責任共有負担金
責任共有負担金

納付金

経
常
支
出

経
常
外
支
出

経
常
収
入

経
常
外
収
入

信用保険料
日本政策金融公庫へ支払う信
用保険料です。

求償権償却
年度末求償権のうち、回収

不能となって償却した求償

権や当年度受領した保険金

相当額等を計上しています｡

責任準備金繰入
将来の不測の事態に備えて

積み立てる準備金で、一般

企業の｢貸倒引当金｣に相当

するものです。年度末の保

証債務残高に対して一定の

割合を積み立てています。

求償権償却準備金繰入
協会資産の健全性を保つた

めに、年度末求償権残高に

対して一定の割合を積み立

てます。

保証料
保証ご利用の際に中小企業の
方からいただく保証料です。

責任共有負担金
責任共有制度において負担

金方式を選択した金融機関

が、過去の制度利用実績

（代位弁済率等）に応じて

協会に支払う負担金です。

求償権補填金戻入
代位弁済により日本政策金

融公庫から受領した保険金

と地方公共団体から受領し

た損失補償補填金からなっ

ています。

制度改革促進

基金取崩額
国が実施する施策による保証

を行ったことから生じた求償

権について、償却を行った金

額を限度として、基金から取

り崩すことができることと

なっています。

当期収支差額
全額を基本財産または収支

差額変動準備金に組入れ、

当協会が健全な経営を行い、

公共的使命を果たしていく

うえで必要な基本財産の充

実を図ります。

責任共有負担金納付

金
金融機関より受領した責任共

有負担金の一部を日本政策金


